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第１章 はじめに 

令和 3年 6月 2日に公布された「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律

（以下、「改正地球温暖化対策推進法という。）」においては、2050年カーボンニュートラルが基

本理念として位置付けられたほか、都道府県、政令指定都市、中核市及び施行時特例市以外のそ

の他市町村に対しても、区域施策編の策定が努力義務とされることとなった。 

加えて「地球温暖化対策計画」（令和 3年 10月 22日、閣議決定）において、我が国の中期目標

として、2030年度において温室効果ガスを 2013年度から 46%削減することを掲げており、平成

28年 5月に閣議決定された「地球温暖化対策計画」における中期目標（2030年度に 2013年度比

で温室効果ガス排出量を 26%削減）から大きく引き上げられている。そのうち、地方公共団体の

公共施設を含む「業務その他部門」については、2030年度に 2013年度比で 51%減という目標が掲

げられている。 

改正地球温暖化対策推進法の中で地方公共団体は、自らの事務及び事業に関し、温室効果ガス

の排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置として、都道府県、市町村及び地

方公共団体の組合に策定と公表が義務付けられている「地方公共団体実行計画事務事業編」（以下

「事務事業編」という。）並びに、その地域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑

制等のための総合的かつ計画的な施策として、都道府県、政令指定都市、中核市及び施行時特例

市に策定するよう義務づけられ、その他の市町村に対しても、策定を努力義務としている「地方

公共団体実行計画区域施策編」（以下「区域施策編」という。）を策定し、実施することとしてい

る。 

また、改正地球温暖化対策推進法において、地方公共団体実行計画にて施策の実施に関する目

標を追加するとともに、市町村は、地域の再エネを活用した脱炭素化を促進する事業（地域脱炭

素化促進事業）に係る促進区域や環境配慮、地域貢献に関する方針等を定めるよう努めることと

されており、地域の脱炭素化に向けた実行計画の実効性向上が求められている。 

しかし、事務事業編の策定率は施行時特例市以上の地方公共団体では 100%だが、それ以外の市

区町村は 89.1%、地方公共団体の組合はわずか 36.5%にとどまっている。また、策定済み団体にお

いて、計画期間を経過しても未改定の団体は多く、施行時特例市未満の市町村や組合では約３割

に上る（令和 2年 10月 1日時点）。区域施策編の策定率についても、策定義務のある団体（都道

府県、政令指定都市、中核市、施行時特例市）では、全ての団体が計画を策定済であるが、努力

義務となっている団体では策定率 26.5%にとどまっている。策定・改定が進まない理由として

は、職員が抱える業務量が多く優先順位が後回しになっている、計画策定および措置検討に向け

た知識・ノウハウが無いなど、地方公共団体における資源（人・モノ・金・情報・時間）の不足

が最も大きく、この問題の解決なしにボトムアップを図ることは困難であると考えられる。 

また、策定・改定できている団体においても、大規模な団体では、対象となる部局・課室や施

設が多いがゆえ、職員の過度な業務負荷の軽減が課題となっており、また、小規模な団体では、

マニュアルやガイドラインの理解が乏しく、算定方法や対象範囲の設定に誤りがあるケースも多

い。加えて改正地球温暖化対策推進法にて再生可能エネルギー利用促進等の施策実施に関する実
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施目標の設定（都道府県、政令市、中核市は義務、政令市以外は努力義務）や市区町村における

地域脱炭素化促進事業の目標設定、促進区域の設定が求められる等、実行計画見直しの方向性が

示されていることからも、計画のレベルアップが課題となっている。 

以上の状況を踏まえ、特定の“人”に依存しない実行計画 PDCA管理の仕組みをシステムを通じ

て実現し、事務事業編策定に係る地方公共団体の事務負担軽減、適時適切な情報提供を実現する

ことで、地方公共団体における事務事業編の策定・改定を支援し、未策定団体の解消、未改定・

形骸化団体のレベルアップにつなげることが期待されている。 

本プロジェクトでは、上記背景を踏まえ、地方公共団体向け情報システムの整備・更改を通じ

て温室効果ガスの算定・集計や地球温暖化対策への取組状況の比較・評価をサポートすることに

加え、全国の地方公共団体と環境省で多様なデータ・ノウハウ等を共有し次なる施策への活用・

展開を促すことにより、実行計画に係る業務の効率化・高度化を実現させること、国が地方公共

団体のエネルギー使用量等や温室効果ガス排出量などの情報を正確に収集し効果的な分析等を行

うことで、地方公共団体の PDCAの見直しや国の各種施策立案のための基礎資料とするなど、国と

地方公共団体の双方で高度な利活用が可能となるようなシステムを整備し、利用団体の拡大等に

向けて継続的に改善することを目的とする。 

また、2022年度より実行計画（区域施策編）の登録・実施機能を搭載し、システムで事務事業

編、区域施策編の両計画の策定・管理支援を行うことを目指す。 
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第２章 業務実施手順 

 

１．業務の範囲（業務機能とその階層） 

地方公共団体実行計画（事務事業編）は、各地方公共団体に策定が義務付けられており、 従来までは、

環境省が提供する地方公共団体実行計画（事務事業編）策定・実施マニュアルや関連するツール等を活用

し各地方団体ごとに策定・実施・点検・改定を行ってきた。また、都道府県、政令指定都市及び中核市（施

行時特例市を含む。）には、その地域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑制等のための

施策として、「地方公共団体実行計画区域施策編」（以下「区域施策編」という。）の策定・公表も義務づ

けられており、令和 3 年 6 月 2 日に公布された「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する

法律（以下、「改正地球温暖化対策推進法という。）」においては、都道府県、政令指定都市、中核市及び

施行時特例市以外のその他市町村に対しても、策定が努力義務とされることとなった。 

これらを一元管理し、より高度な温室効果ガス排出削減を目指すために、本システムの構築を別紙調達

仕様書に従い、システム構築を行う業務である。 

階層０ 階層１ 処理 新情報システム適

用対象候補 項番 名称 項番 名称 項番 名称 

1 事前準備 1-1 組織情報の登録 1-1-1 地方公共団体事務

局の設定 
○ 

1-1-2 部局の設定 

1-1-3 課室の設定 

1-2 

 

ユーザーアカウント

や施設・設備の情報

の登録 

1-2-1 アカウント設定 

○ 1-2-2 施設・設備の設

定 

1-3 活動項目の設定 1-3-1 施設分類別の入力

項目設定 

*事務事業編のみ 

○ 

1-3-2 施設別の入力項

目設定 

*事務事業編のみ 

1-3-3 入力単位の設定 

1-3-4 排出係数の確認 

*事務事業編のみ 

1-4 実施・点検スケジュ

ールの決定 

*事務事業編のみ 

1-4-1 実施依頼メール

設定 

○ 

1-4-2 点検依頼メール

設定 

1-5 原単位分母の設定 

*事務事業編のみ 

1-5-1 原単位分母の設

定 

○ 

1-5-2 施設分類別原単

位分母の設定 

1-6 対象部門・分野の設 1-6-1 対象部門・分野 ○ 
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階層０ 階層１ 処理 新情報システム適

用対象候補 項番 名称 項番 名称 項番 名称 

定 

*区域施策編のみ 

の設定 

2 実行計画の策定 2-1 施策と削減目標の設

定 

2-1-1 実行計画基礎情

報の登録 

○ 

2-1-2 温室効果ガス削

減措置の設定 

*事務事業編のみ 

2-1-3 実行計画概要の

出力 

2-1-4 温室効果ガス削

減目標の設定 

*事務事業編のみ 

○ 

2-1-5 温室効果ガス削

減対策・施策の

設定 

*区域施策編のみ 

○ 

3 実行計画実施 3-1 活動量データの登録 3-1-1 月別実績値の登

録・確定 

*事務事業編のみ 

○ 

3-1-2 年間実績値の登

録・確定 

*区域施策編のみ 

○ 

3-2 取組進捗状況の確認 

*事務事業編のみ 

3-2-1 実績値入力状況

の確認 

○ 

3-2-2 温室効果ガス排

出状況の確認 

3-3 年度活動量データの

確定 

*事務事業編のみ 

3-3-1 実績値の年度確

定・確定解除 

○ 

3-4 活動量原単位実績

値の登録 

*事務事業編のみ 

3-4-1 活動量原単位実

績値の登録 

○ 

4 実行計画点検 

*事務事業編のみ 

4-1 排出量の確認 4-1-1 温室効果ガス排

出量集計（月

次、年次） 

○ 

4-1-2 温室効果ガス年

間削減量の比較 

○ 

4-2 措置の自己評価 4-2-1 措置点検結果の

登録 

○ 

4-3 

 

目標達成状況の評

価 

4-3-1 団体点検結果の

登録 

○ 
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階層０ 階層１ 処理 新情報システム適

用対象候補 項番 名称 項番 名称 項番 名称 

5 実行計画の改定  5-1 参考情報の入手 

*事務事業編のみ 

5-1-1 他団体との比較 ○ 

5-2 施策と削減目標の

設定 

5-2-1 施策と削減目標

の設定 

○ 

5-3 措置の設定  

*事務事業編のみ 

5-3-1 措置の見直し ○ 

5-4 対策・施策の設定 

*区域施策編のみ 

5-4-1 対策・施策の見

直し 

○ 

6 その他 6-1 コミュニケーショ

ン支援 

6-1-1 団体内掲示板に

よるコミュニケ

ーション 

○ 

6-1-2 地方公共団体共

通掲示板による

コミュニケーシ

ョン 

6-1-3 アンケート調査

機能 

6-2 関連制度支援 

*事務事業編のみ 

6-2-1 関連制度別の排

出量の算定 

○ 
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２．業務フロー 

本システムの業務フローの概要を以下に示す。 

実行計画（事務事業編） 

 

 

実行計画（区域施策編） 

 

 

本システムで支援する業務範囲 
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３．業務の実施に必要な体制 

実施体制 組織概要 補足 

事務局 各地方公共団体において地方公共団体実行計画を所

管する部局。一般的には、環境部局が役割を担うこ

とが多い。本システムの運用管理者としてマスタ管

理、PDCA 進捗管理、データ集計・確定を行う。 

 

課室とりまとめ部局 自身が所属する部局配下の全課室をとりまとめる立

場にある部局。 

 

施設管理課室 施設・設備を主管する課室。 

本システムにおいては、対象施設・設備の排出量削

減に向けた取り組み主体となり、施設が実施する措

置の設定や活動量データの登録、施設が実施した措

置の点検を実施。 

 

 

４．入出力情報及び取扱量 

業務処理 入出力情

報名 

入出力情

報概要 

入出力の

区分 

主な入出力

情報項目 

取扱量 用途 取得元/

提供元 

補足 

部局情報

設定 

部局情報 部局の情

報 

入出力 部局名等 年間 

約 51,000

件 

部局情報

の設定 

利用者  

課室情報

設定 

課室情報 課室の情

報 

入出力 課室名等 年間 

約 152,000

件 

課室情報

の設定 

利用者  

アカウン

ト情報設

定 

アカウン

ト情報 

アカウン

トの情報 

入出力 氏名、メー

ルアドレス

等 

年間 

約 234,000

件 

アカウン

ト情報の

設定 

利用者  

施設情報

設定 

施設情報 施設の情

報 

入出力 施設名等 年間 

約

1,180,000

件 

施設情報

の設定 

利用者  

関連制度

別排出係

数確認 

関連制度

別排出係

数 

関連制度

別の排出

係数 

出力 関連制度

名、年度、

活動項目

名、温室効

果ガス名、

排出係数値 

年間 

約 540件 

排出係数

の確認 

システム  

マスタデ

ータ更新 

マスタデ

ータ 

部局、課

室、アカ

ウント、

施設の情

報 

入出力 部局名、課

室名、氏

名、メール

アドレス、

施設名等 

年間 

約 1,782件 

マスタデ

ータの一

括登録 

利用者  

温室効果 温室効果 温室効果 出力 温室効果ガ 年間 温室効果 システム  
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ガス排出

量確認 

ガス排出

量 

ガス排出

量 

ス排出量等 約 216,000

件 

ガス排出

量の確認 

措置の点

検 

措置点検

状況 

措置点検

の情報 

入出力 措置点検情

報等 

年間 

約 223,000

件 

措置の点

検 

利用者  

削減目標

の設定 

削減目標 温室効果

ガスの削

減目標 

入出力 削減目標等 年間 

約 126,198

件 

削減目標

の設定 

利用者  

削減目標

達成状況

評価の更

新 

削減目標

達成状況

の評価 

温室効果

ガスの削

減目標達

成状況の

評価 

入出力 自己評価等 年間 

約 126,198

件 

削減目標

達成状況

評価の更

新 

利用者  

月別実績

値の更新 

月別実績

値 

月別実績

値情報 

入出力 活動項目、

実績値等 

年間 

約

13,615,000

件 

月別実績

値の登録 

利用者  

施行状況

調査の回

答 

施行状況

調査 

施行状況

調査回答

情報 

入出力 施行状況調

査回答等 

年間 

約 14,000

件 

施行状況

調査の回

答 

利用者  

入力項目

の設定 

入力項目 実績値の

入力項目

情報 

入出力 施設分類

名、活動項

目名等 

年間 

約 478,000

件 

入力項目

の設定 

利用者  

入力単位

の設定 

入力単位 実績値の

入力単位

情報 

入出力 活動項目

名、入力単

位等 

年間 

約 3,024件 

入力単位

の設定 

利用者  

原単位分

母の更新 

原単位分

母 

原単位分

母情報 

入出力 施設分類

名、原単位

分母等 

年間 

約 43,506

件 

原単位分

母の更新 

利用者  

アンケー

ト回答 

アンケー

ト回答 

アンケー

トの回答 

入出力 アンケート

回答等 

年間 

約 32,000

件 

アンケー

ト回答 

利用者  

利用ログ

の確認 

利用ログ 利用ログ

情報 

出力 日時、団体

名、画面

名、イベン

ト ID等 

年間 

約 36件 

利用ログ

の確認 

システム  

実行計画

の更新 

実行計画

計画基礎

情報 

実行計画

の基礎情

報 

入出力 実行計画情

報等 

年間 

約 58,000

件 

実行計画

の更新 

利用者  

措置の更

新 

措置情報 温室効果

ガス削減

措置の情

報 

入出力 措置情報等 年間 

約 263,000

件 

措置の更

新 

利用者  
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実行計画

（区域施

策編）の

更新 

実行計画

（区域施

策編）基

礎情報 

実行計画

（区域施

策編）の

基礎情報 

入出力 実行計画

（区域施策

編）情報等 

年間 

約 3,600件 

実行計画

（区域施

策編）の

更新 

利用者  

対策・施

策の更新 

対策・施

策 

部門・分

野別の対

策・施策

情報 

入出力 部門・分

野、対策・

施策情報等 

年間 

約 28,800

件 

対策・施

策の更新 

利用者  

実績値

（区域施

策編）の

更新 

区域施策

編の実績

値 

区域施策

編の実績

値情報 

入出力 部門・分

野、温室効

果ガス排出

量、活動

量、コメン

ト 

年間 

約 3,600件 

実績値

（区域施

策編）の

更新 

利用者  

 

５．管理対象情報一覧 

管理対象

情報名 

管理単位 主たる用途 主な属性 補足 

部局情報 地方公共団体 ID、部局

ID 

団体の部局に関する情報を

持つ 

部局名、ユニーク ID 部局登録時に付

番 

課室情報 地方公共団体 ID、課室

ID 

団体の課室に関する情報を

持つ 

課室名、ユニーク ID 課室登録時に付

番 

アカウン

ト情報 

地方公共団体 ID、アカ

ウント ID 

団体のアカウントに関する

情報を持つ 

氏名、権限、パスワー

ド、メールアドレス等 

アカウント登録

時に付番 

施設情報 地方公共団体 ID、施設

ID 

団体の施設に関する情報を

持つ 

施設名、施設分類、施

設管理課室等 

施設登録時に付

番 

原単位分

母情報 

地方公共団体 ID、原単

位分母 ID 

団体の原単位分母に関する

情報を持つ 

原単位分母名称、単位 原単位分母登録

時に付番 

活動項目

情報 

地方公共団体 ID、施設

分類コード、活動項目

ID 

団体の活動項目に関する情

報を持つ 

使用フラグ  

入力単位

情報 

地方公共団体 ID、活動

項目 ID 

団体の活動項目実績値の入

力単位に関する情報を持つ 

入力単位コード、単位

換算係数値 

 

活動量単

位情報 

地方公共団体 ID、年

度、部門・分野コード 

団体の区域施策編の活動量

単位に関する情報を持つ 

入力単位  

部門・分

野情報 

地方公共団体 ID、部

門・分野コード 

団体の部門・分野に関する

情報を持つ 

使用フラグ  

実行計画

基礎情報 

地方公共団体 ID、実行

計画 ID 

団体の実行計画に関する情

報を持つ 

実行計画名、策定・改

定年月等 

実行計画登録時

に付番 

実行計画

（区域施

策編） 

地方公共団体 ID、実行

計画（区域施策編）ID 

団体の実行計画（区域施策

編）に関する情報を持つ 

実行計画名、策定・改

定年月等 

実行計画（区域

施策編）登録時に

付番 
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基礎情報 

措置情報 地方公共団体 ID、実行

計画 ID、措置 ID 

団体の措置に関する情報を

持つ 

具体的な内容、削減目

標、開始・終了時期等 

措置登録時に付

番 

対策・施

策情報 

地方公共団体 ID、実行

計画 ID、対策・施策 ID 

団体の対策・施策に関する

情報を持つ 

具体的内容、目標情

報、開始・終了時期等 

対策・施策登録

時に付番 

活動項目

実績値情

報 

地方公共団体 ID、施設

ID、年月、活動項目 ID 

団体の活動項目実績値に関

する情報を持つ 

年度、実績値（数値）

金額、コメント、実績値

（入力単位） 

 

活動項目

実績値情

報（区域

施策編） 

地方公共団体 ID、部

門・分野コード、年度 

団体の区域施策編の実績値

に関する情報を持つ 

各温室効果ガスの排出

量、活動量、コメント 

 

点検情報 地方公共団体 ID、実行

計画 ID、年度 

団体の実行計画点検に関す

る情報を持つ 

コメント、点検日、点

検者、点検ステータス 

 

施設点検

結果情報 

地方公共団体 ID、実行

計画 ID、年度、施設 ID 

団体の施設点検に関する情

報を持つ 

総合評価、施設点検

日、施設点検者、点検ス

テータス 

 

措置点検

結果情報 

地方公共団体 ID、実行

計画 ID、施設 ID、措置

ID 

団体の措置点検に関する情

報を持つ 

自己評価  

部局削減

目標情報 

地方公共団体 ID、部局

ID、年度 

団体の部局削減目標に関す

る情報を持つ 

削減目標  

課室削減

目標情報 

地方公共団体 ID、課室

ID、年度 

団体の課室削減目標に関す

る情報を持つ 

削減目標  

施設削減

目標情報 

地方公共団体 ID、施設

ID、年度 

団体の施設削減目標に関す

る情報を持つ 

削減目標  

部局点検

結果情報 

地方公共団体 ID、部局

ID、年度 

団体の部局点検に関する情

報を持つ 

自己評価、総合評価、

部局点検日、部局点検

者、点検ステータス 

 

課室点検

結果情報 

地方公共団体 ID、課室

ID、年度 

団体の課室点検に関する情

報を持つ 

自己評価、総合評価、

課室点検日、課室点検

者、点検ステータス 

 

CO2排出

量情報 

地方公共団体 ID、施設

ID、年月、活動項目

ID、関連制度 ID、温室

効果ガスコード 

団体の温室効果ガス排出量

に関する情報を持つ 

年度、CO2排出量等  

アンケー

ト回答情

報 

アンケート ID、地方公

共団体 ID、課室 ID、設

問 ID 

アンケート回答に関する情

報を持つ 

回答  

施行状況

調査回答

情報 

地方公共団体 ID、調査

粘土、設問コード、回答

欄コード、 

施行状況調査回答に関する

情報を持つ 

回答内容  

排出係数 関連制度 ID、活動項目 関連制度の排出係数に関す 排出係数値  
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情報 ID、温室効果ガスコー

ド、年度 

る情報を持つ 

業務ログ

情報 

業務ログ ID ログに関する情報を持つ 日時、画面 ID、イベン

トコード、実行者情報等 
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第３章 規模 

 

１．サービスの利用者数及び情報システムの利用者数 

利用者 利用者の種類 主な利

用拠点 

サービス提供時間帯 利用者数 補足 

サービ

ス利用

者 

情報シス

テムの利

用者 

地方公共団

体事務局 

○ ○ 全国 12時間（9時～21時） 

※土日祝日及び年末年始

を除く平日 

約 1,800人 ― 

地方公共団

体施設管理

部局 

○ ○ 全国 12時間（9時～21時） 

※土日祝日及び年末年始

を除く平日 

約 18,000人 ― 

環境省 ○ ○ 環境省内 12時間（9時～21時） 

※土日祝日及び年末年始

を除く平日 

約 6人 ― 

情報システ

ム運用事業

者 

－ ○ 事業所 12時間（9時～17時 30） 

※土日祝日及び年末年始

を除く平日 

約 8人 ― 

 

２．処理件数 

項目 処理件数 補足 

定常時 ピークの特性 

アクセス件数 約 3500件/時間 約 4800件/時間  

バッチ処理件数 約 470件/日 約 500件/日  
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第４章 時期・時間 

 

１．業務の時期・時間 

 実施時期・期間 実施・提供時間 補足 

通常期 9月、12月～5月 9:00～21:00  

繁忙期 6月～8月（温対法、省エネ法

報告提出期限前） 

10月～11月（施行状況調査回

答期間） 

9:00～21:00  
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第５章 場所等 

 

１．業務の実施場所 

本システムの運用を実施するために必要な場所の見込みを以下に示す。 

場所名 実施体制 実施業務 所在地 補足 

環境省、シス

テム開発事業

者、運用事業

者等の事業所 

プロジェクト管理 プロジェクトの管理・運営

に関わる業務を行う。 

東京都他  定期的な打ち合わせ等は

原則都内または Web会議

で実施する 

システム開発

事業者の事業

所及び環境省 

システム開発 情報システムの開発・整備

を行う。 

東京都他  

システム運

用・保守事業

者事務所及び

環境省 

システム運用・保守 システム運営期間中の情報

システムの運用・保守を行

う。 

東京都他 政府共通プラットフォー

ムを利用 

 

２．諸設備、物品等 

種類 量 補足 

踏み台サーバ １台 政府共通 PFが提供するサービスにアクセスするための

踏み台サーバ（環境省提供） 
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第６章 管理すべき指標 

 

１．管理すべき指標 

本業務において管理すべき指標は次の表のとおりである。 

但し、帳票出力及びバッチ処理を除く。 

指標の種

類 

指標名 計算式 単位 目標値 計測方法 計測周期 

情報シス

テム性能

指標 

レスポンス目

標 

システム内でのセン

ター内処理時間を計

測 

秒 2秒以内 実測 適宜 

情報シス

テム性能

指標 

スループット

目標 

リクエスト-レスポ

ンスで構成される 1

トランザクション 

件/秒 2件/秒 実測 適宜 

情報シス

テム性能

指標 

稼働率 「年間実稼働時間」

／「年間予定稼働時

間」×100 

% 99% 運用作業報告 毎年 
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第７章 情報システム化の範囲 

 

１．情報システムの機能 

本システムは、地方公共団体実行計画（事務事業編、区域施策編）の策定・実施・点検・改定時

の PDCAを支援することを目的としたものであり、地方公共団体職員の業務支援（基礎情報支援・

実行計画策定支援・実行計画点検支援・実行計画実施支援・関連制度支援・コミュニケーション支

援等）を適用範囲とする。併せて、同業務を実施することで収集された情報を活用し、地方公共団

体実行計画（事務事業編、区域施策編）以外の類似する制度等に活用できる情報を提供する機能も

適用範囲に含める。 

また、国は、上記業務に係る法律等に迅速に対応するための仕組みや、法律の施行状況を把握す

るとともに、蓄積されたデータから政策・施策検討を行う業務支援（施行状況調査・蓄積データ抽

出等）も本システムで行う業務の範囲として考えることとする。 

機能の詳細は「機能要件定義書」の第２章 １．機能一覧を参照すること。 
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第８章 業務の継続の方針等 

 

１．目標復旧時間 

目標復旧時間 稼働率目標 

平常時 大規模災害等の発災

時 

平常時 

＜仮想化基盤、ネットワーク障害＞ 

環境省及びインフラ運用・保守事業者の契約締

結後 6営業日以内 

＜アプリケーション障害＞ 

データの復旧：3営業日以内 

アプリケーションを含む完全復旧：5営業日以内 

数か月以内 99% 
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第９章 情報セキュリティ 

 

１．情報セキュリティ対策の基本的な考え方 

主な情報 情報の機密性 その他 

（情報の完全性、可用性等） 

情報の取扱い

で考慮すべき

関連法令 

補足 

特徴 格付の

区分 

特徴 格付の

区分 

アカウン

ト情報 

個人情報が含まれる。 機密性

２情報 

－ － 情報公開法第

５条 

 

施設情報 個人情報は含まれない。

団体内の施設名等が含ま

れる。 

機密性

１情報 

情報の改竄により業

務に一定の影響を受

けるおそれがある。 

完全性

２情報 

情報公開法第

５条 

 

措置情報 個人情報は含まれない。 

団体の温室効果ガス削減

のための取組情報が含ま

れる。 

機密性

１情報 

情報の改竄により業

務に一定の影響を受

けるおそれがある。 

完全性

２情報 

情報公開法第

５条 

 

温室効果

ガス排出

量情報 

個人情報は含まれない。 

団体の温室効果ガス排出

量の情報が含まれる。 

機密性

１情報 

情報の改竄により業

務に一定の影響を受

けるおそれがある。 

完全性

２情報 

情報公開法第

５条 

 

 

 

以上 
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改訂履歴 

 

版数 改訂日付 改訂者 改訂内容 

1.0 2021年 12月 24日 寒川宣光 初版作成 
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変更履歴 

本書の変更履歴は、前述「改訂履歴」にすべて記載している。 

  



令和４年度「地方公共団体実行計画策定・管理等支援システ

ムの整備・構築及び運用・保守等」に係る委託業務 
機能要件定義書 

 
 

Confidential 4 ［1.0版］ 
 

 

目次 

 

第１章 はじめに ............................................................. 6 

第２章 機能に関する事項 ..................................................... 8 

 機能一覧 ................................................................ 8 

 詳細業務フロー ......................................................... 22 

第３章 画面に関する事項 .................................................... 23 

１． 画面一覧 ............................................................... 23 

２． 画面イメージ ........................................................... 23 

３． 画面遷移の基本的考え方 ................................................. 25 

４． 画面設計ポリシー ....................................................... 25 

第４章 帳票に関する事項 .................................................... 26 

１． 帳票一覧 ............................................................... 26 

２． 帳票イメージ ........................................................... 26 

３． 帳票設計ポリシー ....................................................... 27 

第５章 データに関する事項 .................................................. 28 

１． データモデル ........................................................... 28 

２． データ一覧 ............................................................. 28 

３． データ定義 ............................................................. 28 

４． CRUDマトリクス ......................................................... 28 

５． コード一覧、コード内容定義 ............................................. 28 

 オープンデータ一覧 ......................................................... 29 

６． ........................................................................ 29 

第６章 外部インタフェースに関する事項 ...................................... 31 

１． 外部インタフェース一覧 ................................................. 31 

 



令和４年度「地方公共団体実行計画策定・管理等支援システ

ムの整備・構築及び運用・保守等」に係る委託業務 
機能要件定義書 

 
 

Confidential 5 ［1.0版］ 
 

添付資料 

 別紙１：画面一覧 

 別紙２：画面遷移図 

 別紙３：画面標準規約 

 別紙４：帳票一覧 

 別紙５：データモデル（ER図） 

 別紙６：データ一覧（テーブル一覧） 

 別紙７：データ定義（テーブル定義） 

別紙８：コード一覧 

 



令和４年度「地方公共団体実行計画策定・管理等支援システ

ムの整備・構築及び運用・保守等」に係る委託業務 
機能要件定義書 

 
 

Confidential 6 ［1.0版］ 
 

第１章 はじめに 

令和 3年 6月 2日に公布された「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律（以下、「改正

地球温暖化対策推進法という。）」においては、2050年カーボンニュートラルが基本理念として位置付けられ

たほか、都道府県、政令指定都市、中核市及び施行時特例市以外のその他市町村に対しても、区域施策編の

策定が努力義務とされることとなった。 

加えて「地球温暖化対策計画」（令和 3年 10月 22日、閣議決定）において、我が国の中期目標として、

2030年度において温室効果ガスを 2013年度から 46%削減することを掲げており、平成 28年 5月に閣議決定

された「地球温暖化対策計画」における中期目標（2030年度に 2013年度比で温室効果ガス排出量を 26%削

減）から大きく引き上げられている。そのうち、地方公共団体の公共施設を含む「業務その他部門」につい

ては、2030年度に 2013年度比で 51%減という目標が掲げられている。 

改正地球温暖化対策推進法の中で地方公共団体は、自らの事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量

の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置として、都道府県、市町村及び地方公共団体の組合に策

定と公表が義務付けられている「地方公共団体実行計画事務事業編」（以下「事務事業編」という。）並び

に、その地域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑制等のための総合的かつ計画的な施策と

して、都道府県、政令指定都市、中核市及び施行時特例市に策定するよう義務づけられ、その他の市町村に

対しても、策定を努力義務としている「地方公共団体実行計画区域施策編」（以下「区域施策編」という。）

を策定し、実施することとしている。 

また、改正地球温暖化対策推進法において、地方公共団体実行計画にて施策の実施に関する目標を追加す

るとともに、市町村は、地域の再エネを活用した脱炭素化を促進する事業（地域脱炭素化促進事業）に係る

促進区域や環境配慮、地域貢献に関する方針等を定めるよう努めることとされており、地域の脱炭素化に向

けた実行計画の実効性向上が求められている。 

しかし、事務事業編の策定率は施行時特例市以上の地方公共団体では 100%だが、それ以外の市区町村は

89.1%、地方公共団体の組合はわずか 36.5%にとどまっている。また、策定済み団体において、計画期間を経

過しても未改定の団体は多く、施行時特例市未満の市町村や組合では約３割に上る（令和 2年 10月 1日時

点）。区域施策編の策定率についても、策定義務のある団体（都道府県、政令指定都市、中核市、施行時特例

市）では、全ての団体が計画を策定済であるが、努力義務となっている団体では策定率 26.5%にとどまって

いる。策定・改定が進まない理由としては、職員が抱える業務量が多く優先順位が後回しになっている、計

画策定および措置検討に向けた知識・ノウハウが無いなど、地方公共団体における資源（人・モノ・金・情

報・時間）の不足が最も大きく、この問題の解決なしにボトムアップを図ることは困難であると考えられ

る。 

また、策定・改定できている団体においても、大規模な団体では、対象となる部局・課室や施設が多いが

ゆえ、職員の過度な業務負荷の軽減が課題となっており、また、小規模な団体では、マニュアルやガイドラ

インの理解が乏しく、算定方法や対象範囲の設定に誤りがあるケースも多い。加えて改正地球温暖化対策推

進法にて再生可能エネルギー利用促進等の施策実施に関する実施目標の設定（都道府県、政令市、中核市は

義務、政令市以外は努力義務）や市区町村における地域脱炭素化促進事業の目標設定、促進区域の設定が求
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められる等、実行計画見直しの方向性が示されていることからも、計画のレベルアップが課題となってい

る。 

以上の状況を踏まえ、特定の“人”に依存しない実行計画 PDCA管理の仕組みをシステムを通じて実現し、

事務事業編策定に係る地方公共団体の事務負担軽減、適時適切な情報提供を実現することで、地方公共団体

における事務事業編の策定・改定を支援し、未策定団体の解消、未改定・形骸化団体のレベルアップにつな

げることが期待されている。 

本プロジェクトでは、上記背景を踏まえ、地方公共団体向け情報システムの整備・更改を通じて温室効果

ガスの算定・集計や地球温暖化対策への取組状況の比較・評価をサポートすることに加え、全国の地方公共

団体と環境省で多様なデータ・ノウハウ等を共有し次なる施策への活用・展開を促すことにより、実行計画

に係る業務の効率化・高度化を実現させること、国が地方公共団体のエネルギー使用量等や温室効果ガス排

出量などの情報を正確に収集し効果的な分析等を行うことで、地方公共団体の PDCAの見直しや国の各種施策

立案のための基礎資料とするなど、国と地方公共団体の双方で高度な利活用が可能となるようなシステムを

整備し、利用団体の拡大等に向けて継続的に改善することを目的とする。 

また、2022年度より実行計画（区域施策編）の登録・実施機能を搭載し、システムで事務事業編、区域施

策編の両計画の策定・管理支援を行うことを目指す。 
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第２章 機能に関する事項 

 

機能一覧 

機能一覧は次のとおりである。 
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詳細業務フロー 

本システムの業務フローは以下のとおりである。 

実行計画（事務事業編） 

 

 

実行計画（区域施策編） 

 

 

本システムで支援する業務範囲 



令和４年度「地方公共団体実行計画策定・管理等支援システ

ムの整備・構築及び運用・保守等」に係る委託業務 
機能要件定義書 

 
 

Confidential 23 ［1.0版］ 
 

第３章 画面に関する事項 

 

１．画面一覧 

本システムの画面一覧は別紙１を参照すること。 

 

２．画面イメージ 

  実行計画基礎情報 登録画面 

 

月別実績値 入力画面 
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排出量データ 集計画面 

 
措置点検結果 入力画面 
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３．画面遷移の基本的考え方 

 

 本システム全体の画面遷移、画面表示及び画面構成に統一性を持たせること。 

 画面を一度閉じたり、メニュー画面に遡ったりすることなく、連続的な操作を可能とすること。 

 一連の処理において、画面が遷移しても一度入力した情報が引き継がれるようにし、再入力を不要とするこ

と。 

 ポップアップ表示による子画面を除き、各画面の左部に統一的な操作メニューを表示し、他の画面への遷移

を可能とすること。 

 ブラウザの「進む」、「戻る」、「更新」ボタンは使用せず、画面上のボタンから画面遷移を行う。 

 

 

本システムの画面遷移は別紙２を参照すること。 

 

４．画面設計ポリシー 

本システムの画面設計のポリシーは別紙３を参照すること。 
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第４章 帳票に関する事項 

 

１．帳票一覧 

本システムの帳票一覧は別紙４を参照すること。 

 

２．帳票イメージ 
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３．帳票設計ポリシー 

デジタル・ガバメント標準ガイドライン実践ガイドブックで示された方針に基づいた UI,UXで設計。 

（帳票フォーマットは A4縦/A4横/A3縦/A3横サイズとする） 
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第５章 データに関する事項 

 

１．データモデル 

   本システムのデータモデルは別紙５を参照すること。 

 

２．データ一覧 

本システムのデータ一覧は別紙６を参照すること。 

 

３．データ定義 

本システムのデータ定義は別紙７を参照すること。 

 

４．CRUDマトリクス 

本システムの CRUDは「第２章 １．機能一覧」を参照すること。 

 

５．コード一覧、コード内容定義 

本システムのコード情報は別紙８を参照すること。 
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６．オープンデータ一覧 

No データ ID データ名 利用者 公開範囲 利用目的 利用頻度・特徴 実装方式 処理方式 備考 

1   

地方公共

団体マス

タ 、 部

局 マス

タ 、 課

室 マス

タ 

地方公

共団体

職員 

一般市

民 

制限なし 

環境省保有データ種

類に対する国民の理

解促進 

（上記公開による）

オープンデータ化に

対するニーズ把握 

データの一元管理・

標準化のためのデー

タ構造の明確化 

アクセス数：5

件/日 

ピーク時アクセ

ス数：20件/日 

ピーク時は 7～8

月を想定してい

る。 

概念データ

モデル 
カタログ型   

2   

関連制度

情報・ 

関連制度

温室効果 

ガスマス

タ 

地方公

共団体

職員 

一般市

民 

制限なし 

環境省保有データ種

類に対する国民の理

解促進 

（上記公開による）

オープンデータ化に

対するニーズ把握 

データの一元管理・

標準化のためのデー

タ構造の明確化 

アクセス数：5

件/日 

ピーク時アクセ

ス数：20件/日 

ピーク時は 7～8

月を想定してい

る。 

概念データ

モデル 
カタログ型   

3   

活動項目

実績値・ 

点検結果 

地方公

共団体

職員 

一般市

民 

制限なし 

環境省保有データ種

類に対する国民の理

解促進 

（上記公開による）

オープンデータ化に

対するニーズ把握 

データの一元管理・

標準化のためのデー

タ構造の明確化 

アクセス数：5

件/日 

ピーク時アクセ

ス数：20件/日 

ピーク時は 7～8

月を想定してい

る。 

概念データ

モデル 
カタログ型   

4   
アカウン

トマスタ 

地方公

共団体

職員 

一般市

民 

制限なし 

環境省保有データ種

類に対する国民の理

解促進 

（上記公開による）

オープンデータ化に

対するニーズ把握 

データの一元管理・

標準化のためのデー

タ構造の明確化 

アクセス数：5

件/日 

ピーク時アクセ

ス数：20件/日 

ピーク時は 7～8

月を想定してい

る。 

概念データ

モデル 
カタログ型   

5   

措置マス

タ 、 施

設 ・ 設

備 マス

タ 、 活

動項目 

マスタ 

地方公

共団体

職員 

一般市

民 

制限なし 

環境省保有データ種

類に対する国民の理

解促進 

（上記公開による）

オープンデータ化に

対するニーズ把握 

データの一元管理・

標準化のためのデー

タ構造の明確化 

アクセス数：5

件/日 

ピーク時アクセ

ス数：20件/日 

ピーク時は 7～8

月を想定してい

る。 

概念データ

モデル 
カタログ型   
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6   

実行計画

基礎情

報・ 実

行計画措

置情報 

地方公

共団体

職員 

一般市

民 

制限なし 

環境省保有データ種

類に対する国民の理

解促進 

（上記公開による）

オープンデータ化に

対するニーズ把握 

データの一元管理・

標準化のためのデー

タ構造の明確化 

アクセス数：5

件/日 

ピーク時アクセ

ス数：20件/日 

ピーク時は 7～8

月を想定してい

る。 

概念データ

モデル 
カタログ型   
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第６章 外部インタフェースに関する事項 

 

１．外部インタフェース一覧 

 

No 外部

イン

タフ

ェー

スＩ

Ｄ 

外部インタ

フェース名 

外部インタフェース概

要 

相手先シ

ステム 

送受

信 

区分 

実装方

式（連

携方

式） 

送受信 

データ 

送受信 

タイミ

ング 

送受信 

の条件 

1 01 部局情報

連携 

部局情報を省エネ

法・温対法・フロン

法電子報告システム

にリアルタイムで提

供する。 

省エネ

法・温対

法・フロ

ン法電子

報告シス

テム 

送信 ＡＰＩ 部局情

報 

リアル

タイム 

暗号化

を必須

とする 

2 02 課室情報

連携 

課室情報を省エネ

法・温対法・フロン

法電子報告システム

にリアルタイムで提

供する。 

省エネ

法・温対

法・フロ

ン法電子

報告シス

テム 

送信 ＡＰＩ 課室情

報 

リアル

タイム 

暗号化

を必須

とする 

3 03 施設情報

連携 

施設情報を省エネ

法・温対法・フロン

法電子報告システム

にリアルタイムで提

供する。 

省エネ

法・温対

法・フロ

ン法電子

報告シス

テム 

送信 ＡＰＩ 施設情

報 

リア

ルタ

イム 

暗号

化を

必須

とす

る 

4 04 活動量情

報（施設

ID） 

施設の活動量情報を

省エネ法・温対法・

フロン法電子報告シ

ステムにリアルタイ

ムで提供する。 

省エネ

法・温対

法・フロ

ン法電子

報告シス

テム 

送信 ＡＰＩ 活動量

情報

（施設

ID） 

リア

ルタ

イム 

暗号

化を

必須

とす

る 

5 05 活動量情

報（課室

ID） 

課室の活動量情報を

省エネ法・温対法・

フロン法電子報告シ

ステムにリアルタイ

ムで提供する。 

省エネ

法・温対

法・フロ

ン法電子

報告シス

テム 

送信 ＡＰＩ 活動量

情報

（課室

ID） 

リア

ルタ

イム 

暗号

化を

必須

とす

る 

 

以上 
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第１章 はじめに 

 令和 3年 6月 2日に公布された「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律

（以下、「改正地球温暖化対策推進法という。）」においては、2050年カーボンニュートラルが基

本理念として位置付けられたほか、都道府県、政令指定都市、中核市及び施行時特例市以外のそ

の他市町村に対しても、区域施策編の策定が努力義務とされることとなった。 

加えて「地球温暖化対策計画」（令和 3年 10月 22日、閣議決定）において、我が国の中期目標

として、2030年度において温室効果ガスを 2013年度から 46%削減することを掲げており、平成

28年 5月に閣議決定された「地球温暖化対策計画」における中期目標（2030年度に 2013年度比

で温室効果ガス排出量を 26%削減）から大きく引き上げられている。そのうち、地方公共団体の

公共施設を含む「業務その他部門」については、2030年度に 2013年度比で 51%減という目標が掲

げられている。 

改正地球温暖化対策推進法の中で地方公共団体は、自らの事務及び事業に関し、温室効果ガス

の排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置として、都道府県、市町村及び地

方公共団体の組合に策定と公表が義務付けられている「地方公共団体実行計画事務事業編」（以下

「事務事業編」という。）並びに、その地域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑

制等のための総合的かつ計画的な施策として、都道府県、政令指定都市、中核市及び施行時特例

市に策定するよう義務づけられ、その他の市町村に対しても、策定を努力義務としている「地方

公共団体実行計画区域施策編」（以下「区域施策編」という。）を策定し、実施することとしてい

る。 

また、改正地球温暖化対策推進法において、地方公共団体実行計画にて施策の実施に関する目

標を追加するとともに、市町村は、地域の再エネを活用した脱炭素化を促進する事業（地域脱炭

素化促進事業）に係る促進区域や環境配慮、地域貢献に関する方針等を定めるよう努めることと

されており、地域の脱炭素化に向けた実行計画の実効性向上が求められている。 

しかし、事務事業編の策定率は施行時特例市以上の地方公共団体では 100%だが、それ以外の市

区町村は 89.1%、地方公共団体の組合はわずか 36.5%にとどまっている。また、策定済み団体にお

いて、計画期間を経過しても未改定の団体は多く、施行時特例市未満の市町村や組合では約３割

に上る（令和 2年 10月 1日時点）。区域施策編の策定率についても、策定義務のある団体（都道

府県、政令指定都市、中核市、施行時特例市）では、全ての団体が計画を策定済であるが、努力

義務となっている団体では策定率 26.5%にとどまっている。策定・改定が進まない理由として

は、職員が抱える業務量が多く優先順位が後回しになっている、計画策定および措置検討に向け

た知識・ノウハウが無いなど、地方公共団体における資源（人・モノ・金・情報・時間）の不足

が最も大きく、この問題の解決なしにボトムアップを図ることは困難であると考えられる。 

また、策定・改定できている団体においても、大規模な団体では、対象となる部局・課室や施

設が多いがゆえ、職員の過度な業務負荷の軽減が課題となっており、また、小規模な団体では、

マニュアルやガイドラインの理解が乏しく、算定方法や対象範囲の設定に誤りがあるケースも多

い。加えて改正地球温暖化対策推進法にて再生可能エネルギー利用促進等の施策実施に関する実



令和４年度「地方公共団体実行計画策定・管理等支援シス

テムの整備・構築及び運用・保守等」に係る委託業務 
非機能要件定義書 

 
 

Confidential 7 ［1.0版］ 
 

施目標の設定（都道府県、政令市、中核市は義務、政令市以外は努力義務）や市区町村における

地域脱炭素化促進事業の目標設定、促進区域の設定が求められる等、実行計画見直しの方向性が

示されていることからも、計画のレベルアップが課題となっている。 

以上の状況を踏まえ、特定の“人”に依存しない実行計画 PDCA管理の仕組みをシステムを通じ

て実現し、事務事業編策定に係る地方公共団体の事務負担軽減、適時適切な情報提供を実現する

ことで、地方公共団体における事務事業編の策定・改定を支援し、未策定団体の解消、未改定・

形骸化団体のレベルアップにつなげることが期待されている。 

本プロジェクトでは、上記背景を踏まえ、地方公共団体向け情報システムの整備・更改を通じ

て温室効果ガスの算定・集計や地球温暖化対策への取組状況の比較・評価をサポートすることに

加え、全国の地方公共団体と環境省で多様なデータ・ノウハウ等を共有し次なる施策への活用・

展開を促すことにより、実行計画に係る業務の効率化・高度化を実現させること、国が地方公共

団体のエネルギー使用量等や温室効果ガス排出量などの情報を正確に収集し効果的な分析等を行

うことで、地方公共団体の PDCAの見直しや国の各種施策立案のための基礎資料とするなど、国と

地方公共団体の双方で高度な利活用が可能となるようなシステムを整備し、利用団体の拡大等に

向けて継続的に改善することを目的とする。 

また、2022年度より実行計画（区域施策編）の登録・実施機能を搭載し、システムで事務事業

編、区域施策編の両計画の策定・管理支援を行うことを目指す。 
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第２章 ユーザビリティ及びアクセシビリティに関する事項 

 

１．情報システムの利用者の種類、特性 

No. 利用者区分 利用者の種類 特性 補足 

1 地方公共団体事務局 実行計画 PDCAの推進 ITリテラシ

ー：団体によ

って差異があ

るが比較的高

い 

 

2 地方公共団体施設管理部局 各施設の利用状況の報告 ITリテラシ

ー：団体及び

部署によって

差異がある 

 

3 環境省 実行計画 PDCAの支援 ITリテラシ

ー：高い 

 

4 情報システム運用業者 情報システムの運用 ITリテラシ

ー：高い 

 

 

２．ユーザビリティ要件 

No. ユーザビリティ分類 ユーザビリティ要件 補足 

1 画面の構成 ・何をすればよいかが見て直ちに分

かるような画面構成にすること 

・無駄な情報、デザイン及び機能を

排し、簡潔で分かりやすい画面にす

ること 

・十分な視認性のあるフォント及び

文字サイズを用いること 

・画面の大きさや位置の変更ができ

ること 

 

2 操作方法の分かりやすさ ・無駄な手順を省き、最小限の操

作、入力等で利用者が作業できるよ

うにすること 

・画面上で入出力項目のコピー及び

貼付けができること 

・業務の実施状況によっては、ショ

ートカットや代替入力方法が用意さ

れること（例えば、片手だけで主要

な操作が完了することが求められた

り、マウスを利用することが困難で

あったりする場合が考えられる） 

 

3 指示や状態の分かりやすさ ・操作の指示、説明、メニュー等に

は、利用者が正確にその内容を理解
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できる用語を使用すること 

・必須入力項目と任意入力項目の表

示方法を変えるなど各項目の重要度

を利用者が認識できるようにするこ

と 

・システムが処理を行っている間、

その処理内容を利用者が直ちに分か

るようにすること 

4 エラーの防止と処理 ・利用者が操作、入力等を間違えな

いようなデザインや案内を提供する

こと 

・入力内容の形式に問題がある項目

については、それを強調表示する

等、利用者がその都度その該当項目

を容易に見つけられるようにするこ

と 

・電子申請等については、確認画面

等を設け、利用者が行った操作又は

入力の取消し、修正等が容易にでき

るようにすること 

・重要な処理については事前に注意

表示を行い、利用者の確認を促すこ

と 

・エラーが発生したときは、利用者

が容易に問題を解決できるよう、エ

ラーメッセージ、修正方法等につい

て、分かりやすい情報提供をするこ

と 

 

5 ヘルプ ・利用者が必要とする際に、ヘルプ

情報やマニュアル等を参照できるよ

うにすること 

 

 

３．アクセシビリティ要件 

No. アクセシビリティ分類 アクセシビリティ要件 補足 

1 基準等への準拠 ・広く国民に利用され公益性の高い

情報システムであるため、日本産業

規格 JIS X8341シリーズ、「みんな

の公共サイト運用モデル」（総務

省）、環境省ウェブサイト作成ガイ

ドライン等に従い、アクセシビリテ

ィを確保した設計・開発を行うこと 

 

2 指示や状態の分かりやすさ ・色の違いを識別しにくい利用者

（視覚障害のかた等）を考慮し、利
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用者への情報伝達や操作指示を促す

手段はメッセージを表示する等と

し、可能な限り色のみで判断するよ

うなものは用いないこと。また Web

ブラウザの拡大機能を利用して画面

表示を拡大できること 

・聴覚障害のある方を考慮し、本シ

ステムでは音声を利用しないこと 
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第３章 システム方式に関する事項 

 

１．情報システムの構成に関する全体の方針 

No. 全体方針の分類 全体方針 補足 

1 システムアーキテクチャ 本情報システムのシステムアーキテ

クチャは政府共通プラットフォーム

利用型とする 

 

 

２．開発方式及び開発手法 

 

・本情報システムの開発手法は、スクラッチ開発を前提とする。 

・本情報システムの開発方式は、ウォーターフォール型とする。 
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第４章 規模に関する事項 

 

１．機器数及び設置場所 

No. 機器の区分 機器の用途 機器数 設置場所 

1 サーバ Web/APサーバ 2台 政府共通 PF 

2 サーバ DBサーバ 1台 政府共通 PF 

 

２．データ量 

No. データ区分 データ量 

1 基礎情報データ 360MB 

2 実行計画情報データ 2508MB 

3 コミュニケーション機能データ 623MB 

4 その他 111.6GB 

 

３．処理件数 

No. 項目 処理件数 補足 

1 アクセス件数 定常時：3500件/時間 

ピーク時：4800件/時

間 

 

2 バッチ処理件数 定常時：470件/日 

ピーク時：500件/日 

 

 

４．利用者数 

No. 利用者区分 利用者数 補足 

1 地方公共団体事務局 利用者数：1800人 

利用時間帯：通常稼働

日 9:00-21:00（※） 

※土日祝日及び年末年始を除く平日 

2 地方公共団体施設管理部局 利用者数 18000人 

利用時間帯：通常稼働

日 9:00-21:00（※） 

※土日祝日及び年末年始を除く平日 

3 環境省 利用者数：6人 

利用時間帯：通常稼働

日 9:00-21:00（※） 

※土日祝日及び年末年始を除く平日 

4 情報システム運用事業者 利用者数：8人 

利用時間帯：通常稼働

日 9:00-17:30（※） 

※土日祝日及び年末年始を除く平日 
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第５章 性能に関する事項 

 

１．応答時間 

No. 設定対象 指標名 目標値 応答時間達成率 補足 

1 帳票出力及び

バッチ処理以

外の処理 

レスポンスタ

イム 

2秒以内 90% システム内でのセンター内

処理時間とする 

 

２．スループット 

No. 設定対象 目標値 補足 

1 帳票出力及びバッチ処理以外の処

理 

2件/秒 リクエスト・レスポンス

で構成される 1トランザ

クション 



令和４年度「地方公共団体実行計画策定・管理等支援シス

テムの整備・構築及び運用・保守等」に係る委託業務 
非機能要件定義書 

 
 

Confidential 14 ［1.0版］ 
 

第６章 信頼性に関する事項 

 

１．可用性要件 

No. 設定対象 指標名 目標値 補足 

1 本情報システム 運用時間（通常） システム稼働時間：平

日 9時～21時（土日、

祝日、年末年始を除く

平日を基本とする） 

 

2 本情報システム 運用時間（特定日） 規定なし 

 

3 本情報システム 計画停止の有無 計画停止有り（運用ス

ケジュールの変更可） 

月 1回の保守で半日程度

の停止を想定 

4 本情報システム 稼働率 99% 計画停止を除く 

 

２．完全性要件 

 

 機器の故障に起因するデータの滅失や改変を防止する対策を講ずること。 

 異常な入力や処理を検出し、データの滅失や改変を防止する対策を講ずること。 

 処理の結果を検証可能とするため、ログ等の証跡を残すこと。 
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第７章 拡張性に関する事項 

 

１．性能の拡張性 

 

 利用者数の増加に伴い性能が落ちることのないよう、処理能力の向上やデータ保存領域の拡張等が容易に可能

な構成とすること。 

 

２．機能の拡張性 

 

 利用者ニーズ及び業務環境の変化等に最小コストで対応可能とするため、本情報システムを構成する各コンポ

ーネント（ソフトウェアの機能を特定単位で分割したまとまり）の再利用性を確保すること。 

 2022年度に機能を搭載する区域施策編に係る機能(SP-30～34)は事務事業編の機能を流用して開発すること。 

 2022年度用に改修する施行状況調査機能(SP-35)は 2021年度の設問画面を流用して開発すること。 
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第８章 上位互換性に関する事項 

 

１．上位互換性 

 

 本システムが利用する Webブラウザは Internet Explorer、Microsoft Edge、Firefox、Google Chrome とし、

基本設計工程(4月～6月)でテスト対象のメジャーバージョンを環境省と協議し承認を得ること。また、メジャ

ーバージョン内のマイナーバージョンについては最新バージョンに対応した開発を行うこと。 
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第９章 中立性に関する事項 

 

１．中立性 

 

 本システムが利用しているサーバとソフトウェアを流用すること。本業務でハードウェアとソフトウェア等を

新規追加する場合は下記の事項に基づくものとすること。本システムが利用しているサーバとソフトウェアは

別紙１を参照すること。 

 提供するハードウェア、ソフトウェア等は、特定ベンダーの技術に依存しない、オープンな技術仕様に基づ

くものとすること。 

 提供するハードウェア、ソフトウェア等は、全てオープンなインタフェースを利用して接続又はデータの入

出力が可能であること。 

 導入するハードウェア、ソフトウェア等の構成要素は、標準化団体（ＩＳＯ、ＩＥＴＦ、ＩＥＥＥ、ＩＴ

Ｕ、ＪＩＳＣ等）が規定又は推奨する各種業界標準に準拠すること。 

 

 次期情報システム更改の際に、移行の妨げや特定の装置や情報システムに依存することを防止するため、原則

として情報システム内のデータ形式はＸＭＬ、ＣＳＶ等の標準的な形式で取り出すことができるものとするこ

と。 

 特定の事業者や製品に依存することなく、他者に引き継ぐことが可能なシステム構成であること。 
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第１０章 継続性に関する事項 

 

１．継続性に係る目標値 

No. 設定対象 指標名 目標値 補足 

1 本情報システム サービス切替時間 24時間未満 システム更新に掛かる切

替時間 

2 本情報システム 目標復旧地点（業務停

止時） 

5営業日前の時点 週次バックアップからの

復旧 

3 本情報システム 目標復旧時間（業務停

止時） 

＜仮想化基盤、ネット

ワーク障害＞ 

環境省及びインフラ運

用・保守事業者の契約

締結後 6営業日以内 

＜アプリケーション障

害＞ 

データの復旧：3営業

日以内 

アプリケーションを含

む完全復旧：5営業日

以内 

 

4 本情報システム 目標復旧レベル（業務

停止時） 

特定業務のみ 

 

5 本情報システム システム再開目標（大

規模災害時） 

数か月以内に再開  

 

２．継続性に係る対策 

 アプリケーションの単一障害時は障害部分を切り離して業務を継続させること。 

 対象ごとにバックアップの取得手法や保存先、取得時期等を考慮し適切なバックアップ処理が可能なシステ

ムとすること。 

 業務に用いるデータのバックアップ処理は業務への影響を排除した設計とすること。 

 バックアップの取得は自動化し、成否について運用管理者へ通知する機能を具備すること。なお、自動化さ

れたバックアップ処理についても運用管理者により手動でバックアップの取得が可能であること。 
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第１１章 情報セキュリティに関する事項 

 

１．情報セキュリティ対策要件 

No. 情報セキュリティ対策 対策に係る要件 補足 

1 セキュリティリスク分析 重要度が高い資産を扱う範囲及び外

接部分のセキュリティリスク分析を

行うこと 

 

2 セキュリティ診断 Web診断を実施すること 

 

3 セキュリティリスクの見直し セキュリティに関するイベント発生

時にセキュリティリスクの見直しを

実施すること 

 

4 セキュリティパッチ適用 緊急性の高いセキュリティパッチは

優先的に適用すること 

セキュリティパッチ適用は定期保守

時の実施を基本とし、緊急性の高い

ものは随時実施すること 

 

5 認証機能 資産管理の権限を持つユーザの認証

を行うこと 

認証方式は ID、パスワー

ドによる認証とする 

6 利用制限 必要最小限のプログラムの実行、コ

マンドの操作、ファイルのアクセス

のみを許可すること 

管理者権限は IPアドレス等により

特定端末のみ操作を許可すること 

 

7 管理方法 アクセス・利用制限の管理ルールを

作成すること 

 

8 データの暗号化 SSLによる暗号化通信を実施するこ

と 

機密性の高いデータを暗号化するこ

と 

 

9 ログの取得 不正行為を検知するためのログを取

得し、3年間保管すること 

 

10 不正監視 装置、ネットワーク、侵入者・不正

操作等に関して重要度が高い資産を

扱う範囲及び外接部分の不正監視を

行うこと 

 

11 ネットワーク制御 不正な通信を遮断するための通信制

御を実施すること 

 

12 不正検知 不正通信の検知を重要度が高い資産

を扱う範囲及び外接部分に関して実

施すること 

 

13 サービス停止攻撃の回避 ネットワークの輻輳対策を実施する

こと 
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14 マルウェア対策 マルウェア対策をシステム全体に実

施すること 

リアルタイムスキャンを実施するこ

と 

フルスキャンは 1回/日と基本と

し、適宜追加で実施すること 

 

15 Web実装対策 セキュアコーディング、Webサーバ

の設定等による対策の強化を実施す

ること 

WAFを導入すること 
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第１２章 情報システム稼働環境に関する事項 

 

１．クラウドサービスの構成 

 

クラウドサービスは現在利用している政府共通プラットホームをすること。システム構成は別紙２

を参照すること。 
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２．ハードウェア構成 

本システムのハードウェア構成は別紙１を参照すること。 

 

３．ソフトウェア構成 

本システムのソフトウェア構成は別紙１を参照すること。 

 

４．ネットワーク構成 

本システムのソフトウェア構成は別紙２を参照すること。 
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５．施設・設備要件 

 クラウドサービスは現在利用している政府共通プラットホームをすること。なお、本業務で施設・設

備を追加する場合は以下の要件を満たすものとする。 

 

1. 政府情報システムの保護 

(1) 情報資産を管理するデータセンタの物理的所在地が日本国内であること。 

(2) 環境省の指示によらない限り、一切の情報資産について日本国外への持ち出しを行わないこと。 

(3) 障害発生時に縮退運転を行う際にも、情報資産が日本国外のデータセンタに移管されないこと。 

(4) クラウドサービスの利用契約に関連して生じる一切の紛争は、日本の地方裁判所を専属的合意管轄裁判所

とするものであること。 

(5) 契約の解釈が日本法に基づくものであること。 

(6) 情報資産の所有権がクラウドサービス事業者に移管されるものではないこと。 

(7) 従って、環境省が要求する任意の時点で情報資産を他の環境に移管させることができること。 

(8) 法令や規制に従って、クラウドサービス上の記録を保護すること。 

(9) 情報資産が残留して漏えいすることがないよう、必要な措置を講じること。 

(10) 自らの知的財産権についてクラウド利用者に利用を許諾する範囲及び制約を、クラウド利用者に通知す

ること。 

 

2. 技術的条件 

クラウドセキュリティに関する次のいずれかを取得していること。 

-ISO/IEC 27017:2015 認証 

-CS ゴールドマーク 
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第１３章 テストに関する事項 

 

１．テストに関する要件 

No. テストの種類 テストの目的、内容 テスト環境 テストデータ 担当 

1 単体テスト ハードウェア・ソフ

トウェア単体の基本

動作確認 

開発環境 疑似データ 本業務受注者 

2 結合テスト ハードウェア・ミド

ルウェアを接続し、

システム機能を確認 

開発環境 疑似データ 本業務受注者 

3 総合テスト 運用を想定したシナリ

オでの各種サービスの

動作確認 

 

性能、信頼性、拡張

性、セキュリティ等

の機能の観点で、運

用を想定したシナリ

オでの動作確認 

開発環境および 

本番環境（トラ

イアル環境） 

疑似データ 本業務受注者 

4 受入テスト ネットワークシステ

ムの機能や性能、信

頼性、セキュリティ

要件が実現されてい

ることを環境省職員

が確認 

本番環境（トラ

イアル環境） 

本番データ 環境省 

※本業務受注者は

試験内容の提案及

び支援を実施 
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第１４章 移行に関する事項 

本業務では移行作業は行わない。 
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第１５章 引継ぎに関する事項 

 

１．引継ぎ事項 

No. 引継ぎ発生時 引継ぎ元 引継ぎ先 引継ぎ内容 引継ぎ手順 補足 

1 運用業者交代

時 

設計・開発

事業者、シ

ステム運

用・保守事

業者 

次年度設

計・開発事

業者、シス

テム運用・

保守事業者 

設計書、作

業経緯、残

存課題 

受託者は、本システ

ムの次期運用・保守

業務受託者等に対

し、「引継文書」を

作成し、作業経緯・

残存課題等に関する

情報提供及び質疑応

答等の協力を行うこ

と。 
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第１６章 教育に関する事項 

 

１．教育対象者の範囲、教育の方法 

No. 教育対象者

の範囲 

教育の内容 教育の実施

時期 

教育の方法 教材 教育対象者数 補足 

1 地方公共団

体職員 

システムの

利用方法 

毎年度 3-5

回程度 

オンライン

開催での説

明会を実施 

・利用者マ

ニュアル 

・ヘルプデ

スク利用ア

ニュアル 

・FAQ 

200-500名程

度/回 

・追加機能など

教材の改訂を含

む 

・別事業と合わ

せて実施する可

能性あり 

 

２．教材の作成 

No. 教材 教材の概要 対象者 補足 

1 利用者マニュアル 業務の流れに沿った手順書を作

成すること 

地方公共団体

職員 

 

2 ヘルプデスク利用マ

ニュアル 

問い合わせ窓口の利用方法を記

載した資料を作成すること 

地方公共団体

職員 

 

3 FAQ よくある質問をまとめた資料を

作成すること 

地方公共団体

職員 
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第１７章 運用に関する事項 

（１） 運用管理・監視等要件 

本システムの運用管理・監視等に係る要件は以下のとおりである。 

 

 システム運用 

サービス提供時間やシステムメンテナンス等に応じて本システムの起動及び停止を行う。 

システムを停止する場合は、システム利用者及び関係者への連絡・周知を実施し停止する。 

 

 定期運用作業 

● 日次作業 

・システム稼働確認 

・システム運転監視 

・バックアップ取得状況確認 

・サービス停止有無確認 

・ホームページの改ざん確認 

・ウィルス定義ファイル更新確認 

・定期スキャン実行確認 

● 月次作業 

・各種集計 

・サーバのディスク使用量確認 

・サーバの日時確認 

・セキュリティパッチ調査 

・リソース情報回収  

● 年次作業 

・セキュリティ診断実施及びセキュリティ脅威の確認対応 

 

 システム監視 

本システムを構築する政府共通プラットフォームのサービスを用いて、システムの運用状況を監視する。ま

た、システムメンテナンス、新機能追加、障害発生等、必要に応じて監視ソフトウェアの設定を調整するこ

とで、運用状況に適した監視レベルに強化する等の対策を講じる。 

 

 ライブラリ管理 

環境省から提供されるソースプログラムについて、パッチ適用を伴うメンテナンス及び 

障害発生時に修正が発生した場合は、修正内容・日時等の履歴情報を管理すること。 

 

 データ集計及び報告 
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本システムについて、以下のデータを集計し、定期的に報告を行う。 

          ・参加者によるシステムへのアクセス数、アクセス数累計 

          ・参加者によるシステムのログイン数、ログイン数累計 

          ・その他、必要な情報 

 

（２） 運用サポート業務 

本システムの運用サポート業務に係る要件は以下のとおりである。 

 問い合わせ対応業務 

本システムについて、環境省担当者及び事業参加者からのシステム操作方法やシステムの各種データ提供

依頼に関する問合せについて、対応を行う。問合せ内容及び対応 内容については、記録管理を行う。 

 

 サポート業務対応時間 

9:00～17:30 （土日祝日及び年末年始を除く平日を基本とする。） 

 

 サポート体制 

サポート体制は以下の問合せ件数をを想定とする。 

・令和 4年 4月１日～令和 5年 3月 31日 ： 300件/月程度 

 

（３） 運用実績の評価と改善 

本システムの運用実績の評価と改善に係る要件は以下のとおりである。 

 運用改善の検討 

システムの運用状況を踏まえて運用改善を検討し、環境省担当者に報告を行う。 

 運用手順の修正 

システム保守・運用に係る手順書類について、必要に応じて修正を行う。 
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第１８章 保守に関する事項 

（１） アプリケーションプログラムの保守要件 

本システムのアプリケーションプログラムの保守に係る要件は以下のとおりである。 

 システム障害対応 

業務アプリケーションに関わるシステム障害に対して、障害復旧作業、原因分析、再発防止策の提示を行

う。サービス提供に関わる故障が発生した場合、故障の内容、原因、復旧方法、再発防止策、対応実績工数

等を管理し環境省担当者に報告する。 

 

 アプリケーション修正 

業務アプリケーションの機能不具合の発生時に、業務アプリケーションの修正を行う。法改正や制度改正

等への対応として、業務アプリケーションの軽微な修正（係数の改定や、項目等の小規模な増減への対応な

ど）を実現可能なものに関し環境省担当官と協議の上で実施する。軽微な修正事例の参考を以下に示す。 

・アプリケーションのパラメータ設定変更 

・画面上の表記やレイアウトの修正 

・マスタデータの追加・修正 

・定義済み業務フローに基づいた手続きの追加 等 

 

 テスト対応 

本システム環境へのパッチ適用や業務アプリケーションの修正等によりテストの必要性が生じた際、確認

テスト等の作業を行う。 

 

 最新 OS、ブラウザへの影響調査 

クライアント端末の推奨している OS(Windows10)や Web ブラウザ(Internet Explorer、Microsoft Edge、

Firefox、Google Chrome)バージョンの保守サポート期間が終了した場合、最新のブラウザバージョンで正

常に動作することを確認し、報告すること。不具合等が確認された際の対応については、別途協議の上で定

めること。 

 

 開発環境の準備 

トラブル発生時の原因究明・復旧準備等に備えて、受注者にて OS、ミドルウェアのバージョンを本番環境

と合わせた開発環境を運用開始時に用意しておくこと。 

 

（２） ソフトウェア製品の保守要件 

本システムのソフトウェア製品の保守に係る要件は以下のとおりである。 

 システムメンテナンス 

所管する全てのソフトウェア、ミドルウェア等について、定期的にその状態を調査し、不適切な状態にあ

る場合は、影響度、緊急度及び適用の必要性等を勘案してシステムメンテナンスを行う。システム全体への
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影響調査及び検証環境における適用確認試験を実施した上で、商用環境に適用し、適用後の動作確認試験に

ついても合わせて実施する。 

  

（３） データの保守要件 

本システムのデータの保守に係る要件は以下のとおりである。 

 データ異常対応 

各種データの異常に関する対応依頼に基づき、データの復旧、原因分析、再発防止策の提示を行う。 

 

 マスタデータ・設定データ更新対応 

マスタデータや各種設定データ等に更新の必要性が生じた場合、その影響範囲を確認のうえ、更新作業を

実施する。毎年環境省より公表される電気事業者別排出係数の反映も本作業に含むものとする。 

 

（４） 保守実績の評価と改善 

本システムの保守実績の評価と改善に係る要件は以下のとおりである。 

 保守実績の取得、評価及び管理 

保守業務の以下内容について、作業実績を管理すること。 

・障害の発生状況（件数、原因、対応状況等） 

・予防保守（ソフトウェアアップデート等）の実施状況 

・運用サポート業務（問合せ対応業務等）の実施状況 

 

 保守実績の改善の検討 

システムの保守実績状況を踏まえて改善を検討し、環境省担当者に報告を行う。 

 

 免責事項 

システム保守に関して、下記に起因する事由及び環境省の都合・事由により受託者がサービスレベル保証

値を満たせない場合については免責とする。 

・インフラ災害、電源供給の停止や通信障害の場合 

・政府共通プラットフォームの過失及び故意による障害の場合 

・政府共通プラットフォームの都合により障害復旧が行えない場合 

・その他双方協議の上で計測の除外とした場合 

 

 

以上 
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第１章 はじめに 

令和 3年 6月 2日に公布された「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律

（以下、「改正地球温暖化対策推進法という。）」においては、2050年カーボンニュートラルが基

本理念として位置付けられたほか、都道府県、政令指定都市、中核市及び施行時特例市以外のそ

の他市町村に対しても、区域施策編の策定が努力義務とされることとなった。 

加えて「地球温暖化対策計画」（令和 3年 10月 22日、閣議決定）において、我が国の中期目標

として、2030年度において温室効果ガスを 2013年度から 46%削減することを掲げており、平成

28年 5月に閣議決定された「地球温暖化対策計画」における中期目標（2030年度に 2013年度比

で温室効果ガス排出量を 26%削減）から大きく引き上げられている。そのうち、地方公共団体の

公共施設を含む「業務その他部門」については、2030年度に 2013年度比で 51%減という目標が掲

げられている。 

改正地球温暖化対策推進法の中で地方公共団体は、自らの事務及び事業に関し、温室効果ガス

の排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置として、都道府県、市町村及び地

方公共団体の組合に策定と公表が義務付けられている「地方公共団体実行計画事務事業編」（以下

「事務事業編」という。）並びに、その地域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガスの排出の抑

制等のための総合的かつ計画的な施策として、都道府県、政令指定都市、中核市及び施行時特例

市に策定するよう義務づけられ、その他の市町村に対しても、策定を努力義務としている「地方

公共団体実行計画区域施策編」（以下「区域施策編」という。）を策定し、実施することとしてい

る。 

また、改正地球温暖化対策推進法において、地方公共団体実行計画にて施策の実施に関する目

標を追加するとともに、市町村は、地域の再エネを活用した脱炭素化を促進する事業（地域脱炭

素化促進事業）に係る促進区域や環境配慮、地域貢献に関する方針等を定めるよう努めることと

されており、地域の脱炭素化に向けた実行計画の実効性向上が求められている。 

しかし、事務事業編の策定率は施行時特例市以上の地方公共団体では 100%だが、それ以外の市

区町村は 89.1%、地方公共団体の組合はわずか 36.5%にとどまっている。また、策定済み団体にお

いて、計画期間を経過しても未改定の団体は多く、施行時特例市未満の市町村や組合では約３割

に上る（令和 2年 10月 1日時点）。区域施策編の策定率についても、策定義務のある団体（都道

府県、政令指定都市、中核市、施行時特例市）では、全ての団体が計画を策定済であるが、努力

義務となっている団体では策定率 26.5%にとどまっている。策定・改定が進まない理由として

は、職員が抱える業務量が多く優先順位が後回しになっている、計画策定および措置検討に向け

た知識・ノウハウが無いなど、地方公共団体における資源（人・モノ・金・情報・時間）の不足

が最も大きく、この問題の解決なしにボトムアップを図ることは困難であると考えられる。 

また、策定・改定できている団体においても、大規模な団体では、対象となる部局・課室や施

設が多いがゆえ、職員の過度な業務負荷の軽減が課題となっており、また、小規模な団体では、

マニュアルやガイドラインの理解が乏しく、算定方法や対象範囲の設定に誤りがあるケースも多

い。加えて改正地球温暖化対策推進法にて再生可能エネルギー利用促進等の施策実施に関する実
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施目標の設定（都道府県、政令市、中核市は義務、政令市以外は努力義務）や市区町村における

地域脱炭素化促進事業の目標設定、促進区域の設定が求められる等、実行計画見直しの方向性が

示されていることからも、計画のレベルアップが課題となっている。 

以上の状況を踏まえ、特定の“人”に依存しない実行計画 PDCA管理の仕組みをシステムを通じ

て実現し、事務事業編策定に係る地方公共団体の事務負担軽減、適時適切な情報提供を実現する

ことで、地方公共団体における事務事業編の策定・改定を支援し、未策定団体の解消、未改定・

形骸化団体のレベルアップにつなげることが期待されている。 

本プロジェクトでは、上記背景を踏まえ、地方公共団体向け情報システムの整備・更改を通じ

て温室効果ガスの算定・集計や地球温暖化対策への取組状況の比較・評価をサポートすることに

加え、全国の地方公共団体と環境省で多様なデータ・ノウハウ等を共有し次なる施策への活用・

展開を促すことにより、実行計画に係る業務の効率化・高度化を実現させること、国が地方公共

団体のエネルギー使用量等や温室効果ガス排出量などの情報を正確に収集し効果的な分析等を行

うことで、地方公共団体の PDCAの見直しや国の各種施策立案のための基礎資料とするなど、国と

地方公共団体の双方で高度な利活用が可能となるようなシステムを整備し、利用団体の拡大等に

向けて継続的に改善することを目的とする。 

また、2022年度より実行計画（区域施策編）の登録・実施機能を搭載し、システムで事務事業

編、区域施策編の両計画の策定・管理支援を行うことを目指す。 
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第２章 業務実施手順 

 

１．業務の範囲（業務機能とその階層） 

 

・ 業務の範囲については別紙１「運用計画」の「4 運用作業内容」及び別紙２「保守作業計画」

の「4 保守作業内容」を参照すること。 

 

２．業務フロー 

 

・ 業務フローについては別紙１「運用計画」の「4 運用作業内容」及び別紙２「保守作業計画」

の「4 保守作業内容」を参照すること。 

 

３．業務の実施に必要な体制 

 

本業務の実施に必要な体制は次の表のとおりである。 

 

表２－３ 業務の実施に必要な体制 

実施体制 組織概要 補足 

運用・保守組織 運用・保守作業全般を行う。  

コールセンター 環境省担当官及び事業参加者からの問い合わ

せに対し対応を行う。 

 

 

４．入出力情報項目及び取扱量 

 

本業務で取り扱う入出力データの種類及びデータ量は次の表のとおりである。 

 

表２－４ 入出力情報項目及び取扱量 

業務処理 入出力情

報名 

入出力情

報概要 

入出力

の区分 

主な入出力

情報項目 

取扱量 用途 取得元

/提供

元 

補足 

部局情報

設定 

部局情報 部局の情

報 

入出力 部局名等 年間 

約 51,000件 

部局情報の

設定 

利用者  

課室情報

設定 

課室情報 課室の情

報 

入出力 課室名等 年間 

約 152,000件 

課室情報の

設定 

利用者  

アカウン

ト情報設

定 

アカウン

ト情報 

アカウン

トの情報 

入出力 氏名、メー

ルアドレス

等 

年間 

約 234,000件 

アカウント

情報の設定 

利用者  

施設情報 施設情報 施設の情 入出力 施設名等 年間 施設情報の 利用者  
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設定 報 約 1,180,000

件 

設定 

関連制度

別排出係

数確認 

関連制度

別排出係

数 

関連制度

別の排出

係数 

出力 関連制度

名、年度、

活動項目

名、温室効

果ガス名、

排出係数値 

年間 

約 540件 

排出係数の

確認 

システ

ム 

 

マスタデ

ータ更新 

マスタデ

ータ 

部局、課

室、アカ

ウント、

施設の情

報 

入出力 部局名、課

室名、氏

名、メール

アドレス、

施設名等 

年間 

約 1,782件 

マスタデー

タの一括登

録 

利用者  

温室効果

ガス排出

量確認 

温室効果

ガス排出

量 

温室効果

ガス排出

量 

出力 温室効果ガ

ス排出量等 

年間 

約 216,000件 

温室効果ガ

ス排出量の

確認 

システ

ム 

 

措置の点

検 

措置点検

状況 

措置点検

の情報 

入出力 措置点検情

報等 

年間 

約 223,000件 

措置の点検 利用者  

削減目標

の設定 

削減目標 温室効果

ガスの削

減目標 

入出力 削減目標等 年間 

約 126,198件 

削減目標の

設定 

利用者  

削減目標

達成状況

評価の更

新 

削減目標

達成状況

の評価 

温室効果

ガスの削

減目標達

成状況の

評価 

入出力 自己評価等 年間 

約 126,198件 

削減目標達

成状況評価

の更新 

利用者  

月別実績

値の更新 

月別実績

値 

月別実績

値情報 

入出力 活動項目、

実績値等 

年間 

約 13,615,000

件 

月別実績値

の登録 

利用者  

施行状況

調査の回

答 

施行状況

調査 

施行状況

調査回答

情報 

入出力 施行状況調

査回答等 

年間 

約 14,000件 

施行状況調

査の回答 

利用者  

入力項目

の設定 

入力項目 実績値の

入力項目

情報 

入出力 施設分類

名、活動項

目名等 

年間 

約 478,000件 

入力項目の

設定 

利用者  

入力単位

の設定 

入力単位 実績値の

入力単位

情報 

入出力 活動項目

名、入力単

位等 

年間 

約 3,024件 

入力単位の

設定 

利用者  

原単位分

母の更新 

原単位分

母 

原単位分

母情報 

入出力 施設分類

名、原単位

分母等 

年間 

約 43,506件 

原単位分母

の更新 

利用者  

アンケー

ト回答 

アンケー

ト回答 

アンケー

トの回答 

入出力 アンケート

回答等 

年間 

約 32,000件 

アンケート

回答 

利用者  
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利用ログ

の確認 

利用ログ 利用ログ

情報 

出力 日時、団体

名、画面

名、イベン

ト ID等 

年間 

約 36件 

利用ログの

確認 

システ

ム 

 

実行計画

の更新 

実行計画

計画基礎

情報 

実行計画

の基礎情

報 

入出力 実行計画情

報等 

年間 

約 58,000件 

実行計画の

更新 

利用者  

措置の更

新 

措置情報 温室効果

ガス削減

措置の情

報 

入出力 措置情報等 年間 

約 263,000件 

措置の更新 利用者  

実行計画

（区域施

策編）の

更新 

実行計画

（区域施

策編）基

礎情報 

実行計画

（区域施

策編）の

基礎情報 

入出力 実行計画

（区域施策

編）情報等 

年間 

約 3,600件 

実行計画

（区域施策

編）の更新 

利用者  

対策・施

策の更新 

対策・施

策 

部門・分

野別の対

策・施策

情報 

入出力 部門・分

野、対策・

施策情報等 

年間 

約 28,800件 

対策・施策

の更新 

利用者  

実績値

（区域施

策編）の

更新 

区域施策

編の実績

値 

区域施策

編の実績

値情報 

入出力 部門・分

野、温室効

果ガス排出

量、活動

量、コメン

ト 

年間 

約 3,600件 

実績値（区

域施策編）

の更新 

利用者  
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第３章 規模 

 

１．サービスの利用者数及び情報システムの利用者数 

 

本業務の利用者の数は次の表のとおりである。 

 

表３－１ サービスの利用者数及び情報システムの利用者数 

利用者 利用者の種類 主な利用拠点 主な利用時間

帯 

利用者数 補足 

サービス利用

者 

情報システム

の利用者 

地方公共

団体事務

局 

○ ○ 全国 12時間（9時

～21時） 

※土日祝日及

び年末年始を

除く平日 

約 1,800人 

 

地方公共

団体施設

管理部局 

○ ○ 全国 12時間（9時

～21時） 

※土日祝日及

び年末年始を

除く平日 

約 1,8000人  

環境省 ○ ○ 環境省 12時間（9時

～21時） 

※土日祝日及

び年末年始を

除く平日 

約 6人  

情報シス

テム運用

事業者 

－ ○ 事業所 12時間（9時

～17時 30） 

※土日祝日及

び年末年始を

除く平日 

約 8人 

 

 

２．処理件数 

 

本業務の単位あたりの処理件数は次の表のとおりである。 

 

表３－２ 処理件数 

項目 処理件数 補足 

定常時 ピークの特性 

アクセス件数 約 3500件/時間 約 4800件/時間  

バッチ処理件数 約 470件/日 約 500件/日  
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第４章 時期・時間 

 

１．業務の時期・時間 

 

本業務を実施する時期・時間帯は次の表のとおりである 

 

表４－１ 業務の時期・時間 
 

実施時期・期間 実施・提供時間 補足 

通常期 9月、12月～5月 9:00～21:00 
 

繁忙期 6 月～8 月（温対法、省エネ法

報告提出期限前） 

10 月～11 月（施行状況調査回

答期間） 

9:00～21:00 
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第５章 場所等 

 

１．業務の実施場所 

 

本業務を実施する場所は次の表のとおりである。 

 

表５－１ 業務の実施場所 

場所名 実施体制 実施業務 所在地 補足 

環境省、シス

テム開発事業

者、運用事業

者等の事業所 

プロジェクト

管理 

プロジェクトの管理・運営に関わ

る業務を行う。 

東京都他 定期的な打ち合わせ等は

原則都内または Web会議

で実施する 

システム開発

事業者の事業

所及び環境省 

システム開発 情報システムの開発・整備を行

う。 

東京都他 

 

システム運

用・保守事業

者事務所及び

環境省 

システム運

用・保守 

システム運営期間中の情報システ

ムの運用・保守を行う。 

東京都他 政府共通プラットフォー

ムを利用 

 

 

２．諸設備、物品等 

種類 量 補足 

踏み台サーバ １台 政府共通 PFが提供するサービスにアクセスするための

踏み台サーバ（環境省提供） 
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第６章 管理すべき指標 

 

１．管理すべき指標 

 

本業務において管理すべき指標は次の表のとおりである 

 

表６－１ 管理すべき指標 

指標の

種類 

指標名 計算式 単位 目標値 計測方法 計測周期 

情報シ

ステム

性能指

標 

レスポンス目標 システム内でのセンター内

処理時間を計測 

秒 2秒以内 実測 適宜 

情報シ

ステム

性能指

標 

スループット目標 リクエスト・レスポンスで

構成される 1 トランザクシ

ョン 

件/秒 2件/秒 実測 適宜 

情報シ

ステム

性能指

標 

稼働率 「年間実稼働時間」／「年間

予定稼働時間」×100 

％ 99％ 運用作業報

告 

毎年 
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第７章 情報セキュリティに関する事項 

 

１．情報セキュリティ対策要件 

本システムの受注者に求められる情報セキュリティ対策要件は以下のとおりである。 

 

表７－１ 情報セキュリティ対策要件 

No. 情報セキュリティ対策 対策に係る要件 補足 

1 セキュリティリスク分析 重要度が高い資産を扱う範囲及び外接

部分のセキュリティリスク分析を行う

こと 

 

2 セキュリティ診断 Web診断を実施すること 

 

3 セキュリティリスクの見直し セキュリティに関するイベント発生時

にセキュリティリスクの見直しを実施

すること 

 

4 セキュリティパッチ適用 緊急性の高いセキュリティパッチは優

先的に適用すること 

セキュリティパッチ適用は定期保守時

の実施を基本とし、緊急性の高いものは

随時実施すること 

 

5 認証機能 資産管理の権限を持つユーザの認証を

行うこと 

認証方式は ID、パスワード

による認証とする 

6 利用制限 必要最小限のプログラムの実行、コマン

ドの操作、ファイルのアクセスのみを許

可すること 

管理者権限は IP アドレス等により特定

端末のみ操作を許可すること 

 

7 管理方法 アクセス・利用制限の管理ルールを作成

すること 

 

8 データの暗号化 SSLによる暗号化通信を実施すること 

機密性の高いデータを暗号化すること 

 

9 ログの取得 不正行為を検知するためのログを取得

し、3年間保管すること 

 

10 不正監視 装置、ネットワーク、侵入者・不正操作

等に関して重要度が高い資産を扱う範

囲及び外接部分の不正監視を行うこと 

 

11 ネットワーク制御 不正な通信を遮断するための通信制御

を実施すること 

 

12 不正検知 不正通信の検知を重要度が高い資産を

扱う範囲及び外接部分に関して実施す

ること 

 

13 サービス停止攻撃の回避 ネットワークの輻輳対策を実施するこ  
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と 

14 マルウェア対策 マルウェア対策をシステム全体に実施

すること 

リアルタイムスキャンを実施すること 

フルスキャンは 1 回/日と基本とし、適

宜追加で実施すること 

 

15 Web実装対策 セキュアコーディング、Web サーバの設

定等による対策の強化を実施すること 

WAFを導入すること 
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第８章 テストに関する事項 

 

１．テストに関する要件 

 

 本システムのテストに係る要件は次の表のとおりである。 

 

表８－１ テストに関する要件の定義表 

No. テストの種類 テストの目的、内容 テスト環境 テストデータ 担当 

1 単体テスト ハードウェア、ソフ

トウェア単体の基

本動作確認 

開発環境 疑似データ 本業務受注者 

2 結合テスト ハードウェア・ミド

ルウエアを接続し、

システム機能を確

認 

開発環境 疑似データ 本業務受注者 

3 総合テスト 運用を想定したシ

ナリオでの各種サ

ービスの動作確認 

 

性能、信頼性、拡張

性、セキュリティ等

の機能の観点で、運

用を想定したシナ

リオでの動作確認 

開発環境および 

本番環境（トラ

イアル環境） 

疑似データ 本業務受注者 

4 受入テスト ネットワークシス

テムの機能や性能、

信頼性、セキュリテ

ィ要件が実現され

ていることを環境

省職員が確認 

本番環境（トラ

イアル環境） 

本番データ 環境省 

※本業務受注者

は試験内容の提

案及び支援を実

施 
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第９章 引継ぎに関する事項 

 

１．引継ぎ事項 

 

本システムの引継ぎに係る要件は次の表のとおりである。 

 

表９－１ 引継ぎ事項の定義表 

No. 引継ぎ発生時 引継ぎ元 引継ぎ先 引継ぎ内容 引継ぎ手順 補足 

1 運用業者交

代時 

設計・開発

事業者、シ

ス テ ム 運

用・保守事

業者 

次 年 度 設

計・開発事

業者、シス

テム運用・

保守事業者 

設計書、作

業経緯、残

存課題 

受託者は、

本システム

の 次 期 運

用・保守業

務受託者等

に対し、「引

継文書」を

作成し、作

業経緯・残

存課題等に

関する情報

提供及び質

疑応答等の

協力を行う

こと。 
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第１０章 教育に関する事項 

 

１．教育対象者の範囲、教育の方法 

 

本システムの教育に係る要件は次の表のとおりである。 

 

表１０－１ 教育対象者の範囲、教育の方法の定義表 

No. 教育対象者

の範囲 

教育の内容 教育の実施

時期 

教育の方法 教材 教育対象者

数 

補足 

1 地方公共団

体職員 

システムの

利用方法 

毎年度 3-5

回程度 

オンライン

での説明会

を実施 

利用者マニ

ュアル、ヘ

ルプデスク

利用マニュ

アル、FAQ 

200-500 名

程度/回 

・追加機能など教

材の改訂を含む 

・別事業と併せて

実施する可能性あ

り 

 

２．教材の作成 

 

本システムの教育に際して用意する教材は次の表のとおりである。 

 

表１０－２ 教材の定義表 

No. 教材 教材の概要 対象者 補足 

1 利用者マニュアル 業務の流れに沿った手順書を作成

すること 

地方公共団体

職員 

 

2 ヘルプデスク利用マ

ニュアル 

問い合わせ窓口の利用方法を記載

した資料を作成すること 

地方公共団体

職員 

 

3 FAQ よくある質問をまとめた資料を作

成すること 

地方公共団体

職員 
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第１１章 運用に関する事項 

 

１．運用管理・監視等要件 

 

本システムの運用管理・監視等に係る要件は以下のとおりである。 

 

ア システム運用 

サービス提供時間やシステムメンテナンス等に応じて本システムの起動及び停止を行 

う。システムを停止する場合は、システム利用者及び関係者への連絡・周知を実施し停 

止する。 

 

イ 定期運用作業 

 日次作業 

・システム稼働確認 

・システム運転監視 

・バックアップ取得状況確認 

・サービス停止有無確認 

・ホームページの改ざん確認 

・ウィルス定義ファイル更新確認 

・定期スキャン実行確認 

 月次作業 

・各種集計 

・サーバのディスク使用量確認 

・サーバの日時確認 

・セキュリティパッチ調査 

・リソース情報回収 

 年次作業 

・セキュリティ診断実施及びセキュリティ脅威の確認対応 

 

ウ システム監視 

本システムを構築する政府共通プラットフォームのサービスを用いて、システムの運用状況

を監視する。また、システムメンテナンス、新機能追加、障害発生等、必要に応じて監視ソフ

トウェアの設定を調整することで、運用状況に適した監視レベルに強化する等の対策を講じる。 

 

エ ライブラリ管理 

環境省から提供されるソースプログラムについて、パッチ適用を伴うメンテナンス及び 

障害発生時に修正が発生した場合は、修正内容・日時等の履歴情報を管理すること。 
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オ データ集計及び報告 

本システムについて、以下のデータを集計し、定期的に報告を行う。 

          ・参加者によるシステムへのアクセス数、アクセス数累計 

          ・参加者によるシステムのログイン数、ログイン数累計 

          ・その他、必要な情報 

 

２．運用サポート業務 

 

本システムの運用サポート業務に係る要件は以下のとおりである。 

 

ア 問い合わせ対応業務 

本システムについて、環境省担当者及び事業参加者からのシステム操作方法やシス 

テムの各種データ提供依頼に関する問合せについて、対応を行う。問合せ内容及び対応 内

容については、記録管理を行う。 

 

イ サポート業務対応時間 

9:00～17:30 （土日祝日及び年末年始を除く平日を基本とする。） 

 

ウ サポート体制 

      サポート体制は原則、電話及び電子メールでおこなうこととし、以下の問合せ件数を想定と

する。 

・令和 4年 4月 1日～令和 5年 3月 31日 ： 300件/月程度 

 

３．業務運用支援 

 

 

４．運用実績の評価と改善 

 

本システムの運用実績の評価と改善に係る要件は以下のとおりである。 

 

ア 運用改善の検討 

システムの運用状況を踏まえて運用改善を検討し、環境省担当者に報告を行う。 

 

イ  運用手順の修正 

システム保守・運用に係る手順書類について、必要に応じて修正を行う。 
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第１２章 保守に関する事項 

 

１．アプリケーションプログラムの保守要件 

 

本システムのアプリケーションプログラムの保守に係る要件は以下のとおりである。 

 

ア システム障害対応 

業務アプリケーションに関わるシステム障害に対して、障害復旧作業、原因分析、再発 

防止策の提示を行う。サービス提供に関わる故障が発生した場合、故障の内容、原因、復 

旧方法、再発防止策、対応実績工数等を管理し環境省担当者に報告する。 

 

イ アプリケーション修正 

業務アプリケーションの機能不具合の発生時に、業務アプリケーションの修正を行う。 

また、法改正や制度改正等への対応として、業務アプリケーションの軽微な修正（係数の改定

や、項目等の小規模な増減への対応など）を実現可能なものに関し環境省担当官と協議の上で

実施する。軽微な修正事例の参考を以下に示す。 

・アプリケーションのパラメータ設定変更 

・画面上の表記やレイアウトの修正 

・マスタデータの追加・修正 

・定義済み業務フローに基づいた手続きの追加 等 

 

ウ テスト対応 

本システム環境へのパッチ適用や業務アプリケーションの修正等によりテストの必要 

性が生じた際、確認テスト等の作業を行う。 

 

エ 最新 OS、ブラウザへの影響調査 

クライアント端末の推奨している OS(Windows10)や Web ブラウザ(Internet Explorer、

Microsoft Edge、Firefox、Google Chrome)バージョンの保守サポート期間が終了した場合、

最新のブラウザバージョンで正常に動作することを確認し、報告すること。 

不具合等が確認された際の対応については、別途協議の上で定めること。 

 

オ 開発環境の準備 

          トラブル発生時の原因究明・復旧準備等に備えて、受注者にて OS、ミドルウェアの 

バージョンを本番環境と合わせた開発環境を運用開始時に用意しておくこと。 

 

２．ハードウェアの保守要件 
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３．ソフトウェア製品の保守要件 

 

本システムのソフトウェア製品の保守に係る要件は以下のとおりである。 

 

ア システムメンテナンス 

所管する全てのソフトウェア、ミドルウェア等について、定期的にその状態を調査し、 

不適切な状態にある場合は、影響度、緊急度及び適用の必要性等を勘案してシステムメ 

ンテナンスを行う。システム全体への影響調査及び検証環境における適用確認試験を 

実施した上で、商用環境に適用し、適用後の動作確認試験についても合わせて実施する。 

 

４．データの保守要件 

 

本システムのデータの保守に係る要件は以下のとおりである。 

 

ア データ異常対応 

各種データの異常に関する対応依頼に基づき、データの復旧、原因分析、再発防止策の提

示を行う。 

 

イ  マスタデータ・設定データ更新対応 

マスタデータや各種設定データ等に更新の必要性が生じた場合、その影響範囲を確認のう

え、更新作業を実施する。毎年環境省より公表される電気事業者別排出係数の反映も本作

業に含むものとする。 

 

５．保守実績の評価と改善 

 

本システムの保守実績の評価と改善に係る要件は以下のとおりである。 

 

ア 保守実績の取得、評価及び管理 

保守業務の以下内容について、作業実績を管理すること。 

・障害の発生状況（件数、原因、対応状況等） 

・予防保守（ソフトウェアアップデート等）の実施状況 

・運用サポート業務（問合せ対応業務等）の実施状況 

 

イ  保守実績の改善の検討 

システムの保守実績状況を踏まえて改善を検討し、環境省担当者に報告を行う。 
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ウ  免責事項 

システム保守に関して、下記に起因する事由及び環境省の都合・事由により受託者がサ 

ービスレベル保証値を満たせない場合については免責とする。 

・インフラ災害、電源供給の停止や通信障害の場合 

・環境省又は政府共通プラットフォームの過失及び故意による障害の場合 

・環境省又は政府共通プラットフォームの都合により障害復旧が行えない場合 

・その他双方協議の上で計測の除外とした場合 

 

 

以上 


